保監第366号
平成20年７月22日
各(介護予防)訪問介護事業所 管理者　様
各居宅介護支援事業所 管理者　様

各介護予防支援事業所 管理者　様
福岡市保健福祉局総務部監査指導課長

(在宅サービス指導係) 　　　

別居家族による(介護予防)訪問介護サービスの提供について(通知)
　標記の件について，平成17年３月１日付けで考え方を示しておりましたが，周知徹底のため再度福岡市の考え方及び方針を別紙のとおり通知します。

今後はこれに沿った運用を，お願いします。
(別紙)
平成18年４月１日福岡市保健福祉局介護保険課長通知

改正　平成20年７月22日福岡市保健福祉局監査指導課長通知

別居家族による(介護予防)訪問介護サービスの提供について
１　主旨
　　同居家族による(介護予防)訪問介護サービスの提供については，｢指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準｣(平成11年厚生省令第37号)第25条及びに｢指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準｣(平成18年厚生労働省令第35号)第22条よって禁止されていますが，別居家族による(介護予防)訪問介護サービスの提供についても，同様に介護保険制度の趣旨に沿って適正な利用となるようその考え方を整理するもの。
２　考え方

　　家族による(介護予防)訪問介護サービスの提供については，家族として行うべき介護と介護保険の(介護予防)訪問介護サービスの区分を明確にする必要があり，利用者の別居家族による(介護予防)訪問介護サービスの提供についても，同居家族によるサービス提供と同様に考え，サービスが適正なものとなるよう例外的に認める。
３　取扱い方針
　(１)　ヘルパーの派遣がやむを得ない理由(以下の①～③のいずれかに該当する)に基づき行われていること。なお，派遣理由を明確に記録しておくこと。
　　　①　過疎地や離島で，訪問介護員が確保できない。
　　　②　利用者が精神的に不安定な状態にあり，当面の間，別居家族による(介護予防)訪問介護が適当と判断される。
※意見書や診断書等で精神的に不安定な状態が認められ，主治医とのカンファレンスでその必要性が確認されたこと。また，派遣後は，定期的にサービス担当者会議等を実施し，派遣の見直し等を行うこと。(居宅サービス計画等に記録が必要)
　　　③　介護保険制度の趣旨に従い，適当と認められる。
※派遣後は，定期的にサービス担当者会議等を実施し，派遣の見直し等を行うこと。(居宅サービス計画等に記録が必要)
　(２)　 サービス提供責任者が，充分な課題分析を踏まえ，援助の方向性や目標などを明確にし，サービスの具体的な内容などを明らかにした，具体的な(介護予防)訪問介護計画を作成していること。
　(３)　 (介護予防)訪問介護サービスが，上述の(介護予防)訪問介護計画に従い，サービス提供責任者の行う具体的な指示に基づいて提供されていること。
　(４)　(１)③に該当する場合のみ，利用者は，家族以外の訪問介護員からもサービスの提供がなされていること。また，訪問介護員は，他の利用者にもサービス提供を行っていること。ただし，(１)①，②の場合でも，実態に応じて適合するように努めること。
　(５)　サービス内容が，「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」(平成12年３月17日老計第10号)に沿ったものであること。

４　用語の定義
　　この場合の家族とは，民法877条に基づく扶養義務者とします。

　(１)　配偶者

(２)　３親等以内の血族(子・兄弟姉妹・孫など)

(３)　３親等以内の姻族(子の配偶者・兄弟姉妹の配偶者・孫の配偶者など)

　　※なお，扶養義務者でない者であっても，同居している場合は同等と考えます。

５　根拠法令等

(１)　指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準(平成11年３月31日厚生省令第37号)第２章第25条及び第42条の２

(２)　指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成18年厚生労働省令第35号)第２章第22条及び第43条の２
